別表（第２条関係）
	補助事業名
	商店街地域コミュニティ拠点づくり事業費補助

	補助事業の目的
	ポストコロナを踏まえ、空き店舗を活用した小規模コワーキングスペースの設置等、地域住民のニーズに対応した地域コミュニティの拠点づくりを支援することで、新たな顧客の開拓による商店街の賑わいの創出を図る。

	補助事業の対象となる者
	商店街・小売市場（任意団体を含む）、商工会・商工会議所、まちづくり会社　等

	補助事業の対象となる経費
	商店街地域コミュニティ拠点づくり事業を行うのに必要な経費であって、下記に掲げるもののうち知事が必要かつ適当と認めるもの。ただし、消費税及び地方消費税は除く。

専門家謝金、専門家旅費、店舗賃借料、施設整備費、プロバイダ・
回線使用料、通信運搬費、広告宣伝費、資料作成費、修繕費、人件費、
レンタル・リース料、備品費、光熱水費、消耗品費、雑役務費、委託費

	補助率
	補助対象経費の１／２以内

	補助金の額
	１補助事業者につき2,500千円（下表）を限度とし、知事が予算の範囲内で必要と認めた額。ただし、千円未満の端数は切り捨てる。
対象経費

補助金の額

施設整備費

上限1,500千円

店舗賃借料

上限  750千円

活動費

上限  250千円



	適用除外する条項
	第２２条第２項

	その他の事項
	


別に定める事項
	関係条項
	内　容

	第３条
	（添付書類）

商店街地域コミュニティ拠点づくり事業計画書(別紙１）、
団体の概要(別紙２）、その他参考となる資料

	
	（指定期日）

　別途通知に定める日

	第７条第１項
	（軽微な経費配分の変更）

（１）補助事業に要する経費の変更のうち、補助対象経費以外の変更

（２）補助対象経費の変更で、補助金額に増額が生じないもの    

	
	（軽微な事業内容の変更）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　補助の目的及び補助事業の効果に影響を及ぼさない範囲で補助事業の細部の変更をする場合   

	
	（添付書類）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  補助事業変更計画書（補助事業計画書に準ずる）　　

	
	（指定期日）

変更のあった日から２週間以内　　　　　　

	第９条第１項
	（報告事項等）

　補助事業実施状況報告書（別紙３）

	第１１条
	（添付書類）

商店街地域コミュニティ拠点づくり事業実績報告書(別紙４）

	
	（指定期日）
　補助事業完了後３０日以内又会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）
補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和53年８月５日通商産業省告示第360号）の例による


（別紙１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   商店街等名　（　　　　 　　　   ）
担当者名    （　　          　　）
商店街地域コミュニティ拠点づくり事業計画書
　１ 商店街等の概況　
　２ 事業計画
   (1)　目的
   (2)　全体計画                                     （単位：円）
	実施事業名等
	事業費

	
	

	
	

	
	

	事業費計
	


(3)　個別事業内容（具体的に）
　　①事業名
　　②事業内容
　　③実施体制
(4)　施設設置場所等
　　①設置場所所在地　※付近の地図及び設置場所の平面図を添付のこと。
②現況・面積（空き店舗・商店街の共有スペース等）
　現況：　　　　　　　　　　　　　　　面積：　　　　ｍ2
　
(5)　改修工事
　　①工事期間
　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
　　　
　　②整備内容　※施設整備後のレイアウト（予定）図を添付のこと。
　 (6)　事業効果
(7)　施設管理
①管理主体
②開設予定日・時間帯等
３　事業経費区分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	目
	節
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	備考

	謝金
	専門家謝金
	
	
	

	旅費
	専門家旅費
	
	
	

	庁費
	店舗賃借料
	
	
	

	
	施設整備費
	
	
	

	
	プロバイダ・回線使用料
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	

	
	資料作成費
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	

	
	人件費
	
	
	

	
	レンタル・リース料
	
	
	

	
	備品費
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	計
	
	
	


　４　添付書類
　　　事業実施に係る総会または理事会の議事録（写）
（別紙２）
商店街等の名称　（　　　　　　　　　　　　　）
	団　体　の　概　要

	１．設立年月日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	２．予算規模（直近の決算額又は過年度に実施した共同事業の決算額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	３．組合員（会員）数：　　　　　　　　　　　　　　　　　名

	４．組合員（会員）の業種

	５．役員名　　　　
　　　理事長（会長）
　　　副理事長（副会長）

	６．空き店舗の状況
　　空き店舗率＝　　　％（　　　店舗中　　　店舗）

　　以前の業種

　　原因



	７．団体で実施している（実施した）事業

	８．事務局（連絡先）
　　　住　　所：
　　　電話番号：
　　　担当者名：　


（添付書類）①定款・会則（規則）
②組合員（会員）名簿
（別紙３）
商店街等名　（　　　　　　　　　　　　　　）
担当者名　　（　　　　　　　　　　　　　　）
補助事業実施状況報告書
１　事業実施状況
　※「補助金交付申請書」中の計画について、その実施状況並びに今後の予定等について、
簡潔に記載して下さい。
（別紙４）                                                　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商店街等名　（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　（　　　　　　　　　　　　　　）
商店街地域コミュニティ拠点づくり事業実績報告書
　１ 事業実績
   (1)　目的
 　(2)　全体計画                                                          
                                                      （単位：円）
	実施事業名等
	事業費

	
	

	
	

	
	

	事業費計
	


   (3)　個別事業の内容（具体的に）
　　　①事業名
　　　②事業内容
　　　③実施体制
　 (4)　設置場所所在地
　　　
　　　
　 (5)　改修工事
　　　①工事時期
　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

　　　　
　　　②整備内容（※レイアウト図面及び完成後の写真を添付すること）
　　　　

　　　　

   (5)　事業効果
　 (6)　施設管理
　　　①管理主体
　　　　
　　　②開設日・時間帯等
　　　　
(7)　今後の課題
２ 委託事業
　 (1)　委託先
   (2)　委託期間  
　 (3)　委託内容 
  ３　経費区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
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	庁費
	店舗賃借料
	
	
	

	
	施設整備費
	
	
	

	
	プロバイダ・回線使用料
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	

	
	広告宣伝費
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	修繕費
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	光熱水費
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	委託費
	
	
	
	

	計
	
	
	


　
４　添付書類 
　 (1) 請求書・領収書の写し 
　 (2) 契約書の写し
　 (3) 実施状況のわかる成果物２部又は写真（日付の入ったもの）５枚程度
